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近代日本における社会運動と弁護士（要約） 
吉川圭太 
 
本論文は、戦間期を対象として、生活・自由の擁護をめぐる運動や思想について、弁護
士（在野法曹）の動向に着目して検討したものである。社会と法（司法）の接点に位置す
る実務法曹たる弁護士、なかでも社会運動・無産政党運動に積極的に関与した弁護士を中
心に取り上げ、戦前日本の社会運動における法の問題や人権・生活擁護をめぐる連帯の模
索などについて明らかにする。具体的には、「社会派弁護士」あるいは「人権派弁護士」の
先駆けといわれる布施辰治（一八八〇～一九五三）の思想史的検討を軸に、彼が中心とな
って活動した自由法曹団の活動や社会運動を再検証した。 
 
序 章 
序章では、先行研究の整理、本論文の課題の所在、本論文の構成などについて述べた。 
 先行研究では、戦前日本の法曹の制度的特質を指摘し、法曹史・社会運動史の整理を行
った。法曹史では、従来の主眼がもっぱら制度史的観点からの研究、著名弁護士の人物史
的叙述、特定事件での弁護士の活動などの検討が中心であった。 
 法学・法史研究の側では、法思想史や政治史研究を含めた形で近代日本における法体制
や法思想の研究成果があげられてきたが、従来の研究方法は、戦前日本を代表する政治学
者・法学者の学説・法学理論に限定されたものが主流を占めてきた。一方、戦後歴史学の
中核的な位置を占めた運動史研究は、一九六〇年代から七〇年代にかけて階級闘争史・人
民闘争史研究として高まりをみせ、数多くの研究成果があげられた。ただし、階級の闘争
における当事者に焦点が当てられ、争議から派生した裁判闘争や救援活動など、運動にお
ける法や裁判、その担い手については、実証的に深められてこなかった。 
 こうしたなか、近年では民衆史研究の側から、法と社会の接点に位置する実務家たる弁
護士の存在に着目し、法と社会（民衆）の関係を双方向的にとらえ直すことの重要性が唱
えられてきている。このような新たな研究動向のなかで、本論文はとくに社会運動に積極
的に関与し、民衆の社会的要求の権利化を図ろうとした「社会派弁護士」を取り上げるも
のであり、社会運動史との接点を強く意識していることを提示した。 
 第一次大戦後の法体制再編においては、普通選挙と社会立法、治安立法が中心的課題で
ある。八〇年代以降、内務官僚など政策主体に視点をすえた普選・治安維持法を軸とする
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支配体制再編というとらえ方が提出され、以後、第一次大戦後を「現代」社会への「転形」
ととらえ、普選を軸とする「大衆民主制」、「大衆社会」化の進展とその限界を論じる研究
成果が出された。これらの大衆社会化論は、二〇年代以降、労働者・農民諸階層の政治参
加が進展しつつも、限界性をもち、戦時期にかけて社会の自律性が狭められたなかで進行
していくことを指摘する。 
一方、普選とともに支配体制再編のもう一つの柱である治安維持法体制については、こ
の間、研究的関心が低下した。治安維持法や特高警察を論じた研究は多いが、自由権の侵
害に対する対抗運動、「人権擁護」の動きについての具体的検討は、これまで決して深めら
れてこなかったのであり、積み残された課題である。 
 本論文が、自由法曹団とその中心的存在である布施辰治を取り上げるのは、第一次大戦
後の社会運動においていかに社会的権利の実現が目指されたのかという側面とともに、国
家的価値の膨張・行政権力の拡大に対して、いかに市民的自由の擁護を図ろうとしたのか、
そのなかでいかなる模索がなされたのかを具体的に検討する視角を提示した。 
 その上で、本論の主たる検討対象とする布施辰治とそれに関する研究をまとめた。布施
辰治が日本において一般的にその名が知られ出してきたのは、ここ数年のことであるが、
そのきっかけとしては、二〇〇四年、朝鮮半島の独立運動に寄与したとして韓国政府が布
施に「建国勲章」を授与したことが大きい。もっとも、研究史を振り返った場合、戦前の
運動・争議や事件に関する数々の研究において、早くから布施の活動は取上げられてきた。
その限りでは、布施は近現代の司法・政治・社会の重要な局面に登場してくるが、しかし、
その思想と行動が内在的にとらえられ、近現代史の中で位置づけられてきたとは言いがた
い。トルストイに影響を受け、思想信条の分け隔てなく人権擁護に尽した布施辰治につい
ては、その外面的な思想と行動の振れ幅の大きさから、主体に即して検討が深められるこ
とはほとんどなかった。とくに戦後歴史学の中核であった運動史が特定イデオロギーでと
らえきれない、このような存在を捨象してきたことに根本的な要因があるだろう。近年で
は、布施の旧蔵資料の寄贈など研究の基盤となる資料状況も整備され、多くの研究成果も
出されはじめている。 
また、グローバリズムや新自由主義政策に伴う格差拡大、生存の危機を背景に、二〇〇〇
年代後半からの戦後運動史研究が再活性化し、「生存の歴史学」が提起されるなど、対抗の
拠点としての「つながり」「共同性」「関係性」が焦点化されている。こうした近年の状況
を踏まえつつ、弁護士・布施辰治の思想と行動を中心として、戦前の社会運動・人権擁護
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運動で模索された抵抗のなかのつながりや連帯のあり方をあらためて検討することを示し
た。 
 
第一章 近代日本における弁護士の主体形成 
―布施辰治における「社会派」弁護士への転成― 
 第一章では、第一次大戦前後における布施辰治の思想と行動を通して、一九二〇年代の
社会運動に関与していく弁護士の主体形成について検討した。布施辰治に関しては、「人権
派弁護士」の先駆け、「闘う弁護士」という認識が一般化している。 
本章では布施辰治が社会現実と関わっていく中で、その思想を転成させ、「社会派」弁護
士へと自己を形成していく過程を考察した。弁護士としての使命感や職務観念が、つねに
弁護士としての社会との関わりのうちに限界性を見出し、それを乗り越えるかたちで増
幅・拡大が図られていったことを明らかにした。米騒動を契機として社会運動に接近して
いくが、その過程は自己のトルストイ的な純粋な人道主義思想と整合性を持たせながらも、
現実に接していくなかで読み替えを図っていくことであり、人道主義と「階級意識」とは
矛盾したものではないことを指摘した。 
以上のような布施の思想形成の過程は、次のことを示している。二〇年代前半頃までの
布施の意識は状況から規定される側面が強かったといえる。だからこそ、その限界を乗り
越えるかたちで意識を高めていった。「自己革命」の告白、あるいは「階級闘争の弁護士」
への転身とは、その表現である。そうして、「階級闘争の弁護士」として法律闘争論を打ち
立てたことは、意識的に状況を変えていこうとする現われであり、布施が変革主体として
の自己を形成していったことをも意味している。布施をはじめとする弁護士らは、階級意
識を高めると同時に、実際の運動の当事者にも主体性を強く求めていった。 
 
第二章  一九二〇年代の社会運動と弁護士集団 ―自由法曹団の結成と動向― 
 第二章では、自由法曹団の結成過程と社会運動における活動と役割などについて検討し
た。また、弁護士の全国的民間団体であった日本弁護士協会との関係についても考察を加
えた。 
 一九二〇年代における自由法曹団の活動は、社会運動内での自律的活動の展開によって、
組織的な調査と事実に基づき、近代法の標榜する「法の公平性」を掲げて権力の濫用を批
判し、人権擁護の地点から運動の連携を図っていった。関東大震災時の朝鮮人虐殺事件や
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亀戸事件に対する抗議活動など、団の結束した活動を通じ、自由法曹団の運動内における
主導性は高まり、それは団員に政治的進出の自覚を強めさせた。また、それとともに小作
争議などの具体的展開における現行法による法的実践の限界性への認識が、政治的突出を
加速させたことを指摘した。 
人権蹂躙事件や抗議運動などにおける労働者の意識に関して言えば、労働者・農民諸階
層の権力に対する「憎悪」・「階級的反感」、その反面として噴出する「法への不信」を、運
動に関わる法律専門家集団である自由法曹団がいかに民主的な方向に進めていくかという
ことが問われるが、その点では戦前社会運動における人権擁護思想の広がりでは弱さがあ
った。 
一方、自由法曹団は必ずしも既存集団と切り離されたところで活動を展開していたわけ
ではない。むしろ若手を中心とする弁護士らは、二〇年代前半から積極的に既存集団たる
日本弁護士協会と関わりを持ち、その「民主化」へ向けた運動を繰り広げていた。この日
本弁護士協会の内部刷新を前提に、二〇年代半ばは自由法曹団と同協会とが共同の取り組
みを展開しえたが、自由法曹団の弁護士らが無産政党運動に傾斜して行く過程でそれは縮
小していったことを考察した。 
また、自由法曹団員の多くが無産政党運動に進出していくなかで、既成政党に属する団
員など「既成」勢力との連携は基本的に否定されることになる。 
 
第三章  一九二〇年代の生活擁護運動と法的実践 ―借家人運動を中心に― 
 第三章では、居住権をめぐる運動である借家人運動を考察するとともに、弁護士の法的
実践について検討した。第一次大戦中における都市化の急速な進展は、都市における住宅
難を引き起こし、家賃値上や家屋明渡などをめぐる借家人と家主との紛争を多発させた。
また、資本主義の進展は、借家争議と表裏をなす農村における小作争議を激発させた。本
章では、そうした所有権をめぐる土地・住宅争議のなかで、布施辰治や自由法曹団弁護士
らが中心となって一九二二年に結成された東京の借家人同盟を取り上げ、生活権擁護運動
における法的実践の具体的展開とそこに含まれる問題などについて考察した。 
 借家人同盟は大戦後の借家人の要求を「生活権」という社会的権利として主張し、「合法
闘争」によってその承認を目指す社会運動体として登場し、労働者のみならず、小商人な
ど多様な職種が含まれ、また都市生活における女性の問題なども取り上げられていたこと
を指摘した。借家争議が契約をめぐる一時的なものである場合が多いという特性ゆえ、こ
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うした多様な借家人の要求をいかに大きな運動にしていくかという点で、困難な課題を抱
え、二〇年代半ば以降の支配体制再編のなかで、「生活権」の実現をめぐって内部分化が生
じたことを明らかにした。 
 
第四章 治安維持法体制下の自由擁護運動 ―言論出版の自由・市民的自由を中心に― 
 第四章では、社会運動における「自由擁護」運動の展開とその終息と、そこにはらむ問
題について検討した。具体的には、左派無産政党である労働農民党が提唱した言論出版の
自由をめぐる検閲改正の動きと、一九二八年三月以降の左翼勢力に対する弾圧への反対運
動（暴圧反対運動）の分析を通して、これまであまり検討されてこなかった一九二〇年代
後半の治安維持法体制下における自由擁護運動を考察した。 
治安維持法体制下の検閲改正運動及び暴圧反対運動の考察を通して、左派の提起であり
つつ文化人をも含んだ自律的運動によって豊富化されつつあった言論の自由の内実や市民
的自由の擁護の動きが縮小・矮小化していったことを明らかにした。また、それは、権力
からの自由であった個別具体的な市民的自由・言論の自由が、権力奪取への自由へと転換
したことを意味した。 
 
第五章  治安維持法下における「法律闘争」と自由法曹団の活動 
 第五章では、自由法曹団の中心的存在であった布施辰治の二〇年代後半における思想お
よび法律闘争論について考察した。そのうえで、共産党事件裁判における自由法曹団の活
動とその分裂へと至る要因などについて検討した。普選―治安維持法による法体制再編期
にあたる二〇年代後半以降、自由法曹団員の多くが政党運動に傾斜していくなかにあって、
政治的に左派にありながらも、法律によるあくなき合法闘争を追求した布施辰治の行動原
理を時代状況のなかで掘り下げて考察を加え、また布施の主幹雑誌『法律戦線』の独自の
位置とその射程について指摘した。 
二〇年代末の左翼運動が大衆からの孤立状態に陥りつつあった状況下、布施は「大衆」
と密着し、さらに合法地点から超党派的連携の実現を模索した。彼の行動原理は、あくま
で弁護士としての「人権擁護」の地点からの連帯・統一を志向したことであった。また、『法
律戦線』で繰り広げられた法論争は、確かにマルクス主義法学へと連結していく側面を有
していたが、『法律戦線』で提起され展開された「法律闘争」の実践的な意味はそれにはと
どまらない幅をもち、大衆の生活現実や弾圧された者の人権を擁護する社会的な連携・統
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一を射程とするものであり、権利主体の形成という問題をも見据えていたことを指摘した。 
しかし、一方の自由法曹団は、当時の社会状況に影響された結果、分裂状態に至る。そ
の決定的要因は共産党事件の中央統一公判での共産党被告からの社会民主主義系弁護士の
排斥発言であるが、本章ではこれまであまり検討されてこなかった中間派（全国労農大衆
党）の弁護士の動向にも着目し、そのことをあらためて確認した。また、自由法曹団が「開
店休業」状態に至る過程は、同時に左派系弁護士に対する権力側・ジャーナリズム側から
の「非合法弁護士団」という見方を強めさせていくものであった。これと同時に裁判闘争
も「法廷内」に押し込まれていくこととなる。  
 
第六章 弁護士への弾圧と統一戦線の模索 
 第六章では、一九三二年から三三年における統一戦線の模索について、布施辰治の活動
を中心にしながら考察した。具体的には、共産党事件裁判に関連して生まれた一九三二年
の布施懲戒反対運動と共産党被告への無罪要求運動、翌三三年の知識人を中心とする反
戦・自由擁護の統一戦線運動への布施の関わり方を検討した。また、治安維持法違反によ
る検挙後の獄中「手記」の検討を通して、思想の一貫性や曲折について検討を加えた。 
一九二八年以降、布施は弁護士除名の懲戒裁判（二九年四月起訴・三二年一一月除名確定）、
新聞紙法違反（三〇年八月起訴・三三年三月有罪確定）、そして治安維持法による弁護士団
一斉検挙事件（三三年九月）という、生涯のうちで最も険しく厳しい局面に立たされてい
く。この過程で布施は、「天職」であった弁護士の職を奪われ、新聞紙法違反では禁錮三ヵ
月の実刑確定により三三年四月から七月まで豊多摩刑務所へ下獄する。これは布施自身に
とっての「受難」であるとともに、戦前日本における「抵抗法曹」の活動の自由と被告人
の権利を封殺するという暗い影を落としていくものであった。 
このような歴史過程は弾圧による「受難」の道のりであり、法曹史や布施に関する研究で
もその側面が強調されてきたが、そうしたなかにあって自己の活動を継続していこうとす
る弁護士らの主体的な側面や意識、また抵抗の動きの広がりなどに着目して考察を加えた。 
 救援弁護士団の提唱で組織された裁判運動である一九三二年の布施懲戒反対運動と無罪
要求の会の活動は、左翼運動の抑圧が厳しさを増す当該時期、同団の弁護活動も法廷内へ
と閉じ込められていくなかで提起された運動であった。ただし、これらの運動を裁判とい
う場をめぐって展開された統一戦線的動きととらえた場合、本来その中核的役割を担うべ
き専門的立場にある弁護士らの間に、中央統一公判以降の自由法曹団の分裂が深く影響し
7 
 
ていたこともまた明らかであった。 
 また、翌三三年の「学芸自由同盟」、「極東平和の友の会」は、布施にとっては弁護士資
格剥奪、新聞紙法違反での有罪が確定し下獄した後の運動であり、本章ではこの時期の布
施が綴った日記を通して、これらの運動が布施にとって「新たな活動」として主体的な関
与をみせていたことを明らかにした。こうしたところに加えられたのが、治安維持法によ
る日本労農弁護士団一斉検挙であった。この検挙によって、布施は確かに厳しい内省を伴
いつつ、検挙前とは思いもしなかった方向へ追い込まれていく危機に直面したが、彼の思
想的問題を注意深く観察すると、「大衆とともに」という「自己革命」以来抱き続けた彼の
信念は、常に一貫したものであったことが明らかとなった。 
 
第七章 一九三〇年代における布施辰治の思想と行動―入会権問題との関わりを中心に― 
 第七章では、一九三〇年代から戦時期にかけての布施辰治の動向と思想的変遷について、
その土地問題研究、岩手県の入会争議との関わりを中心に考察した。二〇年代から各地の
「土地争議」に深く関わってきた布施辰治であったが、入会権事件にかける情熱は計り知
れないものがあった。入会争議こそ布施が「所有権制度の欠陥」とみなした近代化の矛盾
の集約点であった。それを通して二〇年代からの思想の継承と曲折、戦時体制への関わり
などについて検討した。検挙後の一九三〇年代から四〇年代にかけての布施については、
従来の研究でも詳しく論じられることはなかった点である。 
保釈後一九三〇年代後半にあっても、二〇年代以来の「大衆とともに」という姿勢は貫
かれ、むしろ実践活動が制約されているなかにあって、それは意識内面でより増幅される
ことになった。岩手への旅行を通して「大衆の中の一人」であることを再確認するととも
に、村落共同体の伝統・伝承・生活文化へと視野を広げつつ、農村の現実問題の解明へと
向かわせていった。それは現実的世界に引き入れていく過程でもあったが、農山村民の実
感・実態に基づいてそこから土地問題の解決を目指すという実践的性格の強さが、その後
の研究姿勢にも貫かれる。 
 戦時期に彼が優先させたのは、共同体という具体的な社会関係レベルで生活の維持、内
部矛盾の解決に他ならなかった。布施自身が階級社会を基盤とする二〇年代的「自由」「平
等」「平和」という価値概念を内的に保留し、大衆の生活維持とその社会関係上の自由の確
保という具体的課題の解決を志向したと考えられる。それゆえ「平等化」をおし進めるた
めに戦時政策に期待した側面も強かった。 
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 このような布施の思想の変遷・転成は、人道主義者としての「大衆のために」「大衆とと
もに」という以前からの意識を継続し、時代状況に順応するかたちで思想の前進を図るも
のであったといえよう。しかし、それゆえに戦時下にあって、意識的にせよ無意識的にせ
よ、戦時体制を下支えするような主張が展開された事実は見逃されるべきではない。 
 
補論 石巻文化センター所蔵布施辰治関係資料とその意義 
      ―『東北帝国大学新聞』掲載の布施辰治執筆記事を事例に― 
補論では、本論文の基礎ともなっている石巻文化センター布施辰治関係資料の所在状況
について述べるとともに、同センター所蔵資料に残されている『東北帝国大学新聞』に布
施が寄稿した記事を紹介した。一九三六年一〇月二六日に創刊された『東北帝国大学新聞』
は創刊号しか現物が残されておらず、石巻文化センターに所蔵されていた資料はたとえ新
聞切り抜きであっても、東北大学史の観点から見ても貴重な資料である。 
 
終 章 
 終章では、本論文の各章での成果をまとめるとともに、全体的な論点を提示した。 
一九二〇年代の普選―治安維持法体制の成立は、社会運動に関わる弁護士らの分化を促
進した。それは二〇年代前半の自律的な活動を通した社会運動内での主導性の一定の高ま
りを前提とする高進のなかでの現象であるが、多くの弁護士は社会実践のなかでの現行法
＝近代法の限界性を意識していた。 
 これが普選への期待とあいまって、「政治」による社会矛盾の是正への志向性＝現代法化
を促すと同時に、「法曹」としての自律性を掘り崩していくことをも一面で促進した。治安
維持法による新たな秩序の枠が設定されたことによって、この分化はさらに固定化されて
いくこととなった。それでも市民的自由の擁護の努力が続けられたが、それは最終的に挫
折することとなり、こうしたなかで、三〇年代以降の自由権と社会権をめぐる動きは進行
していった。こうしたなかで、布施辰治や『法律戦線』に集うグループは、社会の具体的
要求に根ざして合法地点からの社会的連帯を志向し、法創造を目指していった試みといえ
るだろう。それが仮に制定法に直結しなくとも、社会的権利にせよ、自由の擁護にせよ、
その実現を社会の自律的な動きに重きを置いたものだったといえる。ただし、やはりこれ
も当時の時代状況のなかでは治安維持法体制下における合法の枠の縮減のなかでの努力で
あったと言わざるを得ない。 
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 また、終章では本論文の課題として、戦前の人権擁護を社会の広がりや深みのなかでと
らえていくこと、布施辰治の戦時中・戦後の思想と行動について検討していくことをあげ、
後者については戦後の活動や布施の憲法私案に触れ、戦後民主主義への展望を示した。 
 
